
アナログ規制の点検・見直し

の促進について
デジタル原則への適合に向けた条例、規則等の点検と見直し

令和8年8月25日（火）

情報政策課／文書法制課



アナログ規制の見直しの概要

「アナログ規制」とは

定義

法律・条例をはじめとする社会制度やルールで規定される、

人の目による確認・現地での調査・書面での掲示、

など、アナログ的な手法を前提とする古い規制のこと。（＝「デジタル原則」に適合しない規制）

見直しのねらい

規定上いつでもデジタル技術を活用できる環境を整え、生産性の向上・人手不足の解消・経済成長につなげる。

（＝必ずしも、今直ぐデジタル技術による運用に転換する必要はありません）
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アナログ規制の見直しについて

代表的なアナログ規制（7類型＋記録媒体）

『地方公共団体におけるアナログ規制の点検・見直しマニュアル（デジタル庁）』より抜粋
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『地方公共団体におけるアナログ規制見直し事例集（デジタル庁）』より抜粋



『地方公共団体におけるアナログ規制見直し事例集（デジタル庁）』より抜粋
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国・市町村の取組状況

アナログ規制の見直しについて

99%

国は見直しが必要な8,162件の
約99%が見直し完了（R8.3時点）

34%

全国の市区町村等で取組が
「実施済」または「実施中」

国はすでに完了

2022.7〜2024.6を集中改革期間とし

て、代表的な7類型を中心に点検・見

直しを実施済。

『地方公共団体におけるアナログ規制の点検・見直しの取組状況について（デジタル庁）』より抜粋
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見直しの進め方

見直しの進め方（デジタル庁の5ステップ）

1

組織の意思統一・
推進体制の構築

完了

2

点検・見直し
方針の策定

完了

3

規制の洗い出しと

フェーズの当てはめ

R8〜

4

見直しの
方向性等の検討

R8〜

5

見直しの
実施

R8〜

Step1・2 は完了済 令和７年度の前橋市ＤＸ推進計画2.0への改定により本取組を計画上に位置づけ。合
わせて株式会社ぎょうせいへの委託により、例規集を一通り洗い出した。

『地方公共団体におけるアナログ規制の点検・見直しマニュアル（デジ庁）』に基づく手順は

以下の通り。令和８年度はStep3以降の取組からスタート。
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https://maecore.sharepoint.com/:b:/s/02050000tg/IQAr1GeW_iNeSKWIecOrjmqLAbyIkAn4Mrx7FXEmGYNZwVU?e=wYVbbG
https://maecore.sharepoint.com/:b:/s/02050000tg/IQAr1GeW_iNeSKWIecOrjmqLAbyIkAn4Mrx7FXEmGYNZwVU?e=wYVbbG


見直しの進め方

推進体制と役割分担

情報政策課

推進部門

• 全体への説明・進捗の取り

まとめ

• BPR（業務改革）の伴走支

援

• 追加調査の実施、作業用

excelファイルの提供

文書法制課

推進部門

• 例規（条例、規則等）の改

正の取りまとめ

• 改正文の作成支援・法制審

査

• 改正手法の助言・検討

所管課

規制所管部門

• 該当チェックとexcel入力

• 見直し方針・手法の検討

• 例規の改正案作成、取組の

実施
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見直しの進め方

点検方法
デジ庁のキーワード検索を元に、機械的に洗い出しを実施。規制に当たらない場合もあることから、判定チャートを
基に、各所属にて、条項ごとに見直しの方向性の検討を進めている。

改正が必要なもの

見直しの対象外
（手法を表していない）
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https://maecore.sharepoint.com/:b:/s/02050000tg/IQADpI8cUo9AQI_kyLqT2eSyAT-_FKLgVmBsIVTTTCi8U_8?e=PkCI5Y


進捗状況

各課の取組状況

a-1.要見直し（条文の改正が必要） 43

a-2.要見直し（通知の発出等による解釈の明確化が必要） 1

a-3.要見直し（今後運用の変更のみを行う） 4

b-1.見直し不要（現状でアナログ的な手段に限定されていない
（既に運用まで変更済み））

171

b-2.見直し不要（現状でアナログ的な手段に限定されていない
（直ちには運用の変更は困難））

88

c-1.見直し否（アナログ的な手段に限定することが適当） 253

c-2.見直し否（活用可能な技術等が現時点で不存在） 15

d.継続検討 609

e.非該当（アナログ規制の検討対象外） 1,180

未判定 424

判定済の条項数 2,364件（ 2,788 件中） ※8/12時点

a-1
2%

a-2
0%

a-3
0%

b-1
6%

b-2
3%

c-1
9%

c-2
1%

d
22%e

42%

未判定
15%
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見直しの進め方

本市のスケジュール（令和8年度）

R７年度〜6月 準備 DX推進計画への位置づけ・各課作業準備

7/10 庁内説明会 全庁へ取組を周知（情報政策課・文書法制課）

7月中下旬 分類整理・見直し方針の決定
担当課確認／分類の確認／規制に該当するか（非該当・見直し
不要）を入力

8〜11月
見直し方針確定
改正案検討・伴走支援

非該当・見直し不要以外の見直し方針を確定／追加調査・BPR
伴走支援／改正文の作成支援／予算要求

12〜1月 改正案作成・法制審査
12月上旬までに条例、規則及び訓令の改正案を提出／文書法制
課、法規審査委員会等で審査／議案の作成

2月 常任委員会で報告 要綱改正もあわせて検討

3月 3月議会に提出 条例の改正に係る議案を議会に提出
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自分ごと化して見直しに取り組んでいただきたい

• 解釈や運用で既にデジタル化が可能な条項も含まれる

• 国においても見直しを進めているため、
根拠法令等の改正状況を確認の上、他市の事例も参考にしながら
見直しを進めていただきたい

• この機会に、既存の事務フローも見直し、必要な改正を進めたい

引き続きご協力をお願いします。

留意事項

見直し方針の確定に当たって
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『前橋市DX推進計画2.0』より抜粋（参考）
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WG年次計画
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